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認知症地域連携マップの作成（２２－７） 

 
主任研究者 武田 章敬 国立長寿医療研究センター  

                脳機能診療部 第二脳機能診療科医長 
 
 研究要旨 
 認知症の人や家族が住み慣れた地域で安心して生活するため、その地域において医療

サービス・介護サービス・インフォーマルサービスを含む様々な社会資源が整備される

とともに、それらが連携して機能し、認知症の人や家族を切れ目なく支援する必要があ

る。 
 認知症を支える地域資源をより効果的に開発する目的で、地域に住む人や働く人、医

療・介護の専門職、行政等が、様々な場面において、具体的に、どのように支援するの

が望ましいかを明らかにするために、地域の事業所を対象とした「日常業務における認

知症に関する困りごと調査」と認知症の人の家族を対象とした「認知症の方や家族が希

望する接し方に関する調査」を行った。その結果、郵便局や金融機関、小売業、理美容

業などで認知症の人に関わる困りごとが多く経験されており、認知症サポーター養成研

修等を活用した適切な対応が行われていることが明らかになった。また、認知症の人や

家族は特別なことを求めているわけではなく、コミュニケーションやさりげない配慮，

専門職としての適切な応対を要望しているということが明らかとなった。「認知症の本

人・家族が有するニーズや自己資源に応じた個別地域連携マップ」を作成・共有するこ

とで、発症後につながった医療や介護の地域資源への本人の認識と関係が深まり医療・

介護の利用がスムーズになる、本人が発症前に有していた地域資源と発症後につながっ

た医療や介護の専門資源の連携が促進される、専門資源間の連携にも進展がみられる等

の効果が示された。「若年性認知症の地域におけるサービス利用に関する研究」において、

基幹型認知症疾患医療センターへ通院中の若年性認知症のサービス利用状況は専門医の

指導により昨年度より大幅に向上したこと、基幹型と地域拠点型の社会資源マップを作

成し、熊本県全域に広がる地域拠点型の利用状況と併せても、若年性認知症患者の利用

している施設は熊本県の中心部である熊本市周辺に集中している実情が明らかとなった。

「地域における認知症の人のための医療・介護と法律関係者との連携に関する調査」に

おいて、法律関係者が地域で生活する認知症の人の権利をより専門的な立場から擁護す

るために重要な役割を果たしている現状が示されるとともに、医療同意の問題や本人の

自己決定権の担保の問題等の課題が抽出された。「避難所における自治および避難弱者の

対応の関連に関する調査」において、避難所の自治、避難者の業務、避難者の業務の促



- 2 - 
 

進に関わる避難環境の条件が抽出され、それを満たす避難所では認知症の人を初め、避

難弱者は尊重されていた。 
平成 24 年度は認知症地域連携体制構築の効果を判定するとともに、研究で得られた知

見を踏まえた効果的な地域連携体制構築及び地域連携マップ作成のためのマニュアル作

成を行い、情報発信を行う計画である。 
  
 主任研究者 
  武田 章敬  国立長寿医療研究センター 脳機能診療部 第二脳機能診療科 医長 
 分担研究者 
  池田 学   熊本大学大学院生命科学研究部 脳機能病態学分野 教授 
  尾之内 直美 認知症の人と家族の会 愛知県支部 代表 
  木之下 徹  医療法人社団こだま会 こだまクリニック 理事長・院長 
  高橋 智   岩手医科大学医学部災害医学講座 特命教授 
  永田 久美子 認知症介護研究・研修東京センター研究部 副部長  
 
Ａ．研究目的 
 認知症の人や家族の生活を住み慣れた地域で支援するためには、医療サービスや介護

サービス等の資源の充実とともに、これらの資源が有効に機能するためのネットワーク

の構築と情報の周知が必要である。認知症地域連携マップの作成はこのネットワークの

構築と情報提供のための手段である。本研究においては認知症地域連携マップの作成を

含めた地域連携体制の構築を実際に行い、その有効性に関して多面的な検討を行うこと

を計画している。また、この研究の過程から得られた知見をもとに、他の地域において

も実施が可能となるよう地域連携体制構築のためのマニュアルを作成し、情報発信を行

っていくことを予定している。特に平成 23 年度は地域での認知症地域資源の開発、連携

体制の構築、地域連携マップの作成を行うとともに、これらをより効果的に行うための

調査研究を行うことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 武田と尾之内は、地域で働く人が日頃認知症の人と接する上で困っていることや認知

症の人にどのように対応しているかを明らかにするための「日常業務における認知症に

関する困りごと調査」、本人や家族の側からみて、地域に住む人や働く人、医療機関や介

護サービス事業所のスタッフ等がどのように接するのが望ましいかを明らかにするため

の、家族会家族及びもの忘れ外来受診中の認知症の人の家族を対象とした「認知症の方

や家族が希望する接し方に関する調査」、知多北部地域の介護保険サービス事業所を対象

とした、利用者がどのような状態のときに受け入れが困難であるかを明らかにするため

の「介護保険サービス事業所の認知症の行動・心理症状および医療への対応に関する調
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査」を行った。また、実際に知多北部地域の認知症地域連携体制を構築するために、認

知症地域資源の形成（研修・啓発）や認知症地域連携マップの作成・活用を行った。 
 永田はアルツハイマー型認知症の 6 ケースを対象に、担当ケア職員等によるセンター

方式を用いた総合的なニーズの把握と本人を中心とした地域資源の連携状況に関する調

査を行い、認知症の本人・家族が有するニーズや自己資源に応じた個別地域連携マップ

の作成とその作成プロセスに関する調査を実施した。また、医師 10 名および地域包括支

援センター等ケア関係者 4 名を対象とした半構成的ヒアリング調査により、地域の医療

機関における認知症ケースの支援・連携ニーズに関する調査を実施した。 
池田は若年性認知症に対する地域連携の実態を明らかにするため、熊本県認知症疾患

医療センター10 施設における若年性認知症 100 名のサービス利用状況について調査を

行った。 
木之下は法律関係者が地域における医療・介護との連携においてどのような役割を果

たしているのか，連携においてどのような課題があるのかを明らかにするため、都内 A
地区における認知症ケアに関わる多職種連絡会に参加した法律関係者 12 名に対して①

認知症と関わるきっかけ，②現状での法律関係者としての認知症との関わり方，役割，

③現状での医療や介護との連携（良い点と課題点），④今後どのような役割が担えるか（ど

う法律関係者として役立ちたいか），⑤今後医療や介護とどのような連携が必要か，⑥そ

のために必要なものは何か（資源，制度，工夫等）について調査を行った。 
 高橋は平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災津波により破たんした岩手県沿岸部のネッ

トワークの再構築を行うとともに、被災地を回り、認知症をはじめとする高齢者の生活

環境を記録し、発災一か月後の時点で避難者数が 100 名を超える 52 か所の避難所につ

いて、避難所の自治および避難者の業務と、①リーダーの有無およびその属性、②避難

所スペースが体育館型か教室型か、あるいは混合型か、③避難者の年齢構成、④室温や

避難者密度、換気、パーテイション、トイレなどの避難所環境、⑤電気、水道、食糧供

給、電話回線などのライフラインの整備、⑥各避難所でボランティアが担っている業務

との関連を調査し、避難所における自治および避難弱者の対応の関連を検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
 疫学調査については文部科学省・厚生労働省の「疫学研究に関する倫理指針」（平成１

６年１２月２８日改正、平成１７年６月２９日一部改正）を遵守し、さらに厚生労働省

の「臨床研究に関する倫理指針」（平成１６年１２月２８日改正）を遵守して行う。また、

調査においては必要に応じて倫理・利益相反委員会の許可を得て行った。 
 
Ｃ．研究結果 
「日常業務における認知症に関する困りごと調査」において、ほとんどの郵便局・金

融機関において認知症の人に関してどうしたら良いか困った経験があることが明らかに
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なった。また、調剤薬局・医薬品販売業、小売業、理美容業においても認知症に関する

困りごとを経験している事業所が多かった。これらの困りごとに対して、認知症の人に

安心感を与えることを重視した適切な対応をしている事業所を数多く認めた。 
「認知症の方や家族が希望する接し方に関する調査」では、認知症の人の外出の現状

に関して、医療機関やデイケア・デイサービスへの外出が多い一方で、小型店舗への買

い物、外食・喫茶、散歩などで外出することもあり、特に散歩や小型店舗への買い物に

おいては認知症の人一人での外出も一定の割合で認められた。また、うれしかった応対

や感謝したい応対、残念に感じたり憤りを感じた応対について具体例を集積することが

できた。その結果、認知症の人や家族は地域の人に特別なことを求めているわけではな

く、「普通」につきあい、本人への声かけや家族へのねぎらいの言葉が喜ばれ、感謝され

ていることがわかった。 
「介護保険サービス事業所の認知症の行動・心理症状および医療への対応に関する調

査」においては、認知症の行動・心理症状では「他の利用者への暴力」「性的逸脱行為」

「物をこわす」「事業所スタッフへの暴力」「昼間大声を出す」「夜間大声を出す」の順に

受け入れが困難であった。また、医療行為に関しては「中心静脈栄養」「点滴の管理」「気

管切開」「経鼻胃管を使った栄養」「末期がんの疼痛の看護」の順に受け入れが困難であ

り、認知症の症状が重なると更に受け入れが困難となった。サービスによる差も認めら

れたが、同じサービスであっても事業所間の違いが目立った。 
「認知症の本人・家族が有するニーズや自己資源に応じた個別地域連携マップの作成

と作成プロセスの集約」において、認知症のレベルや生活（サービス）の場の違いによ

らず認知症の本人は「A.発症前に有していた地域資源」とつながりを強く求め、そのつ

ながりが安心や BPSD の緩和や予防、体調の安定、自立度の維持、医療や介護の円滑な

活用等に強く関与していること、「B.発症後につながった医療や介護の専門資源」の多く

が A に関する情報やつながりを持っていないこと、本人は B についての認識が不明確で

ありそれが不安の混乱の引き金になっていること、個別地域連携マップの作成過程とそ

の共有を通じて、①本人の B への認識と関係が強まり医療・介護の利用がスムーズにな

ること、②A と B の連携が促進されること、③B の専門資源間の連携にも進展がみられ

ること等が確認された。 
「地域の医療機関における認知症ケースの支援・連携ニーズに関する調査」において、

各医師が担当した認知症ケースの特徴や課題に応じて地域の介護職や住民との連携を育

てていっている現状や認知症の人の重症度や状態像別の連携のはかり方に関する詳細な

知見が得られた。 
「若年性認知症の地域におけるサービス利用に関する研究」において、若年性認知症

の原因疾患はアルツハイマー病が圧倒的に多く、続いて前頭側頭型認知症、意味性認知

症、血管性認知症、大脳皮質基底核変性症の順であった。若年性認知症患者の介護サー

ビス利用状況は、平成 23 年 10 月現在、基幹型へ通院中の若年性認知症は専門医の指導
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により平成 22年の 4％から 47％へと向上した。地域拠点型へ通院中の若年性認知症は、

25 名中 4 名と 16％であった。地域拠点型へ通院中の患者は、基幹型へ通院中の患者に

比べてサービスを併用して利用する患者も多かった。基幹型と地域拠点型へ通院中の若

年性認知症のサービス利用状況は、デイサービス利用者が最も多く、入院・入所が次に

多かった。続いて、基幹型ではデイケア、ショートステイが、地域拠点型では小規模多

機能型居宅介護、デイケアが多かった。若年性認知症の人が利用する各サービスの事業

所を熊本県の地図上に印し、基幹型と地域拠点型の社会資源マップを作成した。熊本県

全域に広がる地域拠点型の利用状況と併せても、若年性認知症患者の利用している施設

は熊本県の中心部である熊本市周辺に集中している実情が明らかとなった。 
「地域における認知症の人のための医療・介護と法律関係者との連携に関する調査」

において、法律関係者が認知症と関わるきっかけとしては成年後見制度であることが多

く、法定後見人として関わる他、経済被害や虐待への対応も含まれていた。連携に関し

ては、医療・介護との円滑な連携がみられる一方で、医療側・法律関係者の認知症・成

年後見制度に対する理解不足、医療同意の問題、本人の自己決定権の担保の問題などが

課題として挙げられた。今後、医療・介護関係者の成年後見制度への理解の推進ととも

に、医療・介護・法律関係者の情報・意見交換の場が必要であることが示された。 
「避難所における自治および避難弱者の対応の関連に関する調査」において、避難所

環境として、避難者数が少ない、自治会代表がリーダーを務めている、避難所が体育館

型＆教室型の混合ではない、子供比率が高い、物資が整っていないなどの条件が、避難

所の自治、避難者の業務、避難者の業務の促進に関わる要素であることが判明した。こ

れらの条件を満たし、地元のリーダーを中心に自治が進んでいた避難所においては、認

知症の人を初め、避難弱者は尊重されていた。 
 
Ｄ．考察と結論 
 本調査研究で 3 年間の研究期間において計画されていることは、（1）既存の認知症地

域連携体制及び認知症地域連携マップの作成・活用状況の実態調査・課題抽出（2）認知

症地域資源の開発、連携体制の構築及び認知症地域資源マップの作成・活用（3）認知症

地域連携体制構築及び地域連携マップ作成の有効性の検討（4）認知症地域連携体制構築

及び認知症地域連携マップの作成のためのマニュアル作成及び情報発信である。 
平成 22 年度は地域連携体制構築及び地域連携マップ作成のための実態把握・課題抽出

を行った。平成 23 年度は地域支援体制を構築するためのより具体的な調査、実際に地域

で認知症地域資源の開発、地域連携体制の構築、地域連携マップの作成を行った。平成

24 年度は上記の介入の効果を判定するとともに、効果的な地域連携体制構築及び地域連

携マップ作成のためのマニュアル作成を行い、情報発信を行う計画である。 
「日常業務における認知症に関する困りごと調査」において、郵便局・金融機関、調

剤薬局・医薬品販売業、小売業、理美容業において認知症に関する困りごとを経験して
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いる事業所が多かったことから、これらの業種に関しては、認知症に関する啓発を行う

際に特に重点を置く必要がある。今回、調査に協力頂いた地域は認知症サポーター養成

に積極的な自治体であるが、今回の調査結果でも認知症の人に対して安心感を与えるこ

とを重視した対応をしている事業所も多くあり、研修の効果が表れているものと考えら

れた。 
「認知症の方や家族が希望する接し方に関する調査」では、認知症の人の外出の現状

が明らかになるとともに、うれしかった応対や感謝したい応対、残念に感じたり憤りを

感じた応対について具体例を集積することができた。接し方としては、認知症の人や家

族は高いレベルを求めているというよりは，コミュニケーションやさりげない配慮，専

門職としての適切な応対を要望しているということが明らかとなった。認知症サポータ

ー養成研修受講者は現在までに 330 万人に上っているが、研修を受けた人から「地域で

どのように認知症の人や家族を支援すれば良いのかがわからない」との声も多いことか

ら、今回集まった具体例や得られた知見をフォローアップ研修等において周知すること

によって、より具体的な支援につながる可能性があると考える。 
「介護保険サービス事業所の認知症の行動・心理症状および医療への対応に関する調

査」においては、認知症の行動・心理症状や医療行為に関して受け入れが困難な状況が

明らかとなる一方で、同じサービスであっても事業所間の違いが目立った。この調査結

果を踏まえ、医療と介護の役割分担と連携のより効果的な方法を検討するとともに、事

業所間のサービス格差の改善を促す試みも必要であると考えられた。 
「認知症の本人・家族が有するニーズや自己資源に応じた個別地域連携マップの作成

と作成プロセスの集約」において、個別地域連携マップを作成することで本人の生活の

質を向上させるとともに、関わる専門資源間の連携の進展にも寄与することが示され、

「地域の医療機関における認知症ケースの支援・連携ニーズに関する調査」で得られた

結果とともに、個別支援に始まり、地域全体の連携力の向上・連携体制構築へと至る道

筋が示された。 
「若年性認知症の地域におけるサービス利用に関する研究」において、若年性認知症

患者の利用しているサービスは熊本県の中心部である熊本市周辺に集中している実情が

明らかとなった。医療と福祉の切れ目ない支援のために、地域間の格差をなくし、若年

性認知症患者がサービスを利用できる環境を作るため、今後は介護サービスが欠落して

いる地域の行政に対し、どの程度のサービス設置が必要かという具体な資料を提供する

必要がある。また、若年性認知症の介護サービスが欠落している地域特性、要因を明ら

かにすることも重要である。 
「地域における認知症の人のための医療・介護と法律関係者との連携に関する調査」

において、法律関係者が地域で生活する認知症の人の権利をより専門的な立場から擁護

するために重要な役割を果たしている現状が示されるとともに、医療同意の問題や本人

の自己決定権の担保の問題等の課題が抽出された。今後、医療・介護とより一層の連携
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を深めるために、医療・介護・法律の三者が意見や考えを共有できるよう、連絡形式を

整える、地域ごとに研修や討議の場を設ける等の工夫の必要性が示された。 
「避難所における自治および避難弱者の対応の関連に関する調査」において示された

避難所の自治が進展するための条件は、人口が増え、地域の結びつきがなくなり、住居

が多様化し、子供は減って、物資は豊かになった今の日本、特に都会では失われている

ことばかりあり、今後、大都会で同様の事態が起きた時に、そして、さらに 認知症の

人が増加することが予想される将来において、避難所がどのように運営されるか、危惧

されるところである。今後、今回の検討をもとに、他地域、とくに都会における災害対

応、特に避難所設置のマニュアルづくりなどに生かしたい。 
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